
  

農林水産省 
2,042億円（39%） 
・森林環境保全整備事業       
         1161億円 
・バイオマスの環づくり交付金     
         160億円 等 

国土交通省 142億円（ 3%） 

・森林環境保全整備事業   107億円 

等 
 

環境省  210億円（4%） 

・京都メカニズムクレジット取得事業  42億円 

・地球温暖化を防ぐ地域エコ整備    25億円 

等 

   

経済産業省 2,758億円 （54%） 
・電源立地地域対策交付金  1031億円 

・新エネルギー事業者支援対策費補助金    
                   396億円 

等 

その他省庁 22億円 

農林水産省 2,042億円（39%） 

・森林環境保全整備事業    1,161億円 

・バイオマスの環づくり交付金  160億円  

等 

   

Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの 5,175億円 

別紙１ 



  

【「Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの」の対策分野別内訳】 

  

森林吸収源対策 

2,021億円（40%） 
業務その他・家庭部門の対策 284億円（5%） 

エネルギー供給部門の対策 1,776億円（34%） 

産業部門の対策 269億円（5%） 

省CO2型の地域・都市構造や社会

経済システムの形成  

             270億円（5%） 

  

京都メカニズムのクレジット取得事業 
95億円（2%） 

運輸部門の対策 256億円（5%） 

横断的な施策等 187億円（4%） 

（注）17年度予算について、京都議定書目標達成計画関係予算の「京都議定書の6%削減約束に直接の効果が
あるもの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計4,827億円であった。 

エネルギー起源二酸化炭素以外
の排出削減対策・施策 17億円 



  

B．温室効果ガスの削減に中長期的に効果があるもの 1,411億円 

  

経済産業省  990億円（71%） 

・太陽光発電新技術などフィールドテスト 

 事業                118億円 

・地域新生コンソーシアムエネルギー研 

 究開発               62億円         

                       等 

農林水産省 152億円（11%） 

緑の雇用担い手対策事業費 71億円 

 等 

文部科学省 171億円（12%） 

原子力開発利用の推進 155億円 

等 

環境省 35億円（2%） 

国土交通省 63億円（4%） 



  

C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの 3,946億円 

農林水産省  1,865億円（46%） 

・治山事業費（林地を保全するもの）    

                 1,103億円 

・森林居住環境整備事業  299億円 

                     等 

環境省 548億円（14%） 

廃棄物循環型社会基盤施設整備
費補助        5３１億円 

等 

国土交通省 1,502億円（38%） 

・地下高速鉄道整備事業費補助 329億円 

・高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進   

                     265億円 

等 

その他省庁 30億円 



  

D．基盤的施策など 410億円 

  

文部科学省  193億円（48%） 

・地球観測衛星の開発に必要な経費   

                                       84億円 

・南極地域観測事業費  52億円 

等 

環境省 75億円（18%） 

・地球環境研究総合推進費 43億円 

・CDM/JIにかかる支援事業 9億円 

等 

経済産業省 94億円（23%） 

・国際エネルギー使用合理化など対策事業費補助金  

                       49億円 

・京都メカニズム推進基盤整備事業 17億円 

農林水産省 15億円（4%） 

国土交通省 26億円（6%） 

世界気象機関負担金 11億円 

等 

その他省庁 7億円 


